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*lecturer, Management and Social Studies　**Department of Studies on Lifestyle Management, Jissen Women’s University
Reforming of university education is one of the main social challenges today. Conversion from 
the traditional lecture type teaching methods to team discussion type active learning methods is 
urgently needed. In the background of such teaching method reform, we can see transformation of 
the basic model of the industrial society, changes in the characteristics required for professionals 
associated therewith, and conversion of common technical systems in industry and education. 
Having been practicing project oriented seminar classes supported by companies, we describe the 
concept of collaboration between universities and companies.













































































































18 世紀末から 19 世紀に現れた「自己調整的市場」と
いう考えを批判する。ポランニーは、この考えに基づ









































　イノベーション innovation の語源がラテン語の in-















































2001 年 4 月に MIT OpenCourseWare プロジェクトを発
表、2002 年 10 月に実際に授業を公開するためのイン
ターネットサイトを立ち上げた。10 年をかけて、同
大学のすべての講座をインターネットに公開するとし




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































業との連携による授業の構想 ･ 設置 ･ 運営に取り組
み、大企業、ベンチャー企業、地域企業、NPO/NGO
など、多様な組織から賛同 ･ 協力を得るに至った。
（2008 年 2 社、09 年 1 社、10 年 8 社、11 年 6 社、12












































（2）4-5 回の連続講義と最終発表 ･ 評価とするもの、




































































































































































































 2 　 このような人間の特性を、生物学 ･ 進化論の用語を借
用して、ネオテニー（幼態成熟）と論じたのはパオロ・
ヴィルノである。ヴィルノ（2008），pp.59-61









































 7 　 グローバル企業における近年のひとつの傾向として、
ビッグデータ処理による事業意志決定の自動化志向が
強くなっている。「グローバル経営層スタディー 2013」
IBM，2014（世界 70 カ国、20 以上の業種にわたる 4,183
人の経営層 CxO に対面インタビューし結果を分析した
レポート）
































































16　『法の哲学』第 3部 人倫、第 2章 市民社会，202-205節
























の綜合を目指したその姿勢は、｢ 実践 ｣ という名称（実









































イチ ･ アイ ･ エス、みずほフィナンシャルグループ、
ソニー、メルセデス ･ベンツ ･ジャパン、東京ガス
　　　 2011年：三菱自動車、シー ･エー ･モバイル、マイフ
ロンティア、日本ロレアル、サンマルコ、東京ガス
　　　 2012年：ピーエス三菱、NPO えがおつなげて、アド ･
テック東京、ドトールコーヒー、明治＋日本野鳥の会
　　　 2013 年：スワロフスキー ･ ジャパン、トッパン ･
フォームズ、インテル、リコー
　　　 2014 年：小田急、スワロフスキー、毎日新聞社、ス
ウォッチ、青木屋、インテル、パソナ、ウォルマート
　　 大企業、ベンチャー企業、地域企業、NPO/NGO など多
様な事業者の協力を得ている。
26　犬塚（2002）を参照されたい。
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